
 畠澤でございます。本日はお集まりいただきありがとうございます。
 私からインフラサービスCo.の事業戦略をご説明し、CTOの石井から

技術戦略についてご説明致します。
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 本日のご説明の注意事項として、こちらをご確認ください。
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 本日のご説明内容はこちらに記載の通りです。
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 まず、存在意義と目指す姿についてご説明します。
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 「人と、地球の、明日のために。」
 東芝グループは、人間尊重を基本として、豊かな価値を創造し、世界

の人々の生活・文化に貢献する企業集団を目指しています。
 インフラサービスCo.は事業を通じてこの理想を追求していきたいと

思います。
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 世界をよりよい場所にしたい。それが私たちの変わらない想いです。
 これまで140年余りにわたり培ってきた発想力と技術力、これを結

集し、持続可能な社会の実現に貢献する。
 そして「人と、地球の、明日のために。」「新しい未来を始動させる。」

それが私たちの存在意義です。
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 いま私たちは大きく世界が変化していく中で、多くの課題に直面して
います。

 中でも「温暖化ガスの抑制」「地球温暖化への対応」といった「カーボ
ンニュートラルの実現」と、「自然災害の増加」「インフラ老朽化」「サ
イバー犯罪の高度化」などへの対応といった「インフラレジリエンス
の確保」は、持続可能な社会を実現していく上で避けて通れない、地
球規模での喫緊の課題となっています。

 また、経済や技術の観点では、デジタル技術の進展による「データ流
通の加速」「シェアリングエコノミーの加速」「AIの進化」などが顕著
なトレンドであり、これらの技術的な転換を捉えて、迅速かつ俊敏に
対応していく必要があります。
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 インフラサービスCo.は、エネルギー、社会インフラに携わる部門が
一体となり、デジタル技術の力を最大限活用した「×デジタル」で、
「カーボンニュートラル」「インフラレジリエンス」といった大きく変化
する新たな時代の社会課題の解決に取り組んでまいります。
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 ここからは、経営変革についてご説明します。
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 インフラサービスの注力事業です。
 昨日、綱川よりご説明致しました通り、デバイスCo.のスピンオフとビ

ルソリューション事業の外部化により、東芝/インフラサービスCo.は
エネルギーシステムソリューション、インフラシステムソリューション、
デジタルソリューション、電池事業等に経営資源を集中します。

 本日は、この事業の範囲を「インフラサービスCo.の注力事業」として
説明させていただきます。
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 インフラサービスCo.にとってのスピンオフの意義をご説明します。
 これまでの重層化した経営体制をスリム化することで、迅速かつ柔

軟な経営判断を行うことができるようになります。経営変革や生産
性の効率化、M&Aなどの戦略的な投資をスピード感を持って実行し
てまいります。

 従来のコングロマリット経営の中では、インフラサービス事業の工場
設備やデジタル化については優先順位が劣後しており、十分な投資
を行うことが出来ておりませんでした。この度、注力事業が定まった
ことで、集中的な投資を実行してまいります。

 人材についても、業界について専門的かつ先進的な知見を有する人
材を、社内外から積極的に登用し、活用致します。

 長年培ってきた強固な顧客基盤と技術力を生かし、インフラサービ
ス分野に強みを持つパートナー企業とも、より緊密に連携すること
で、新しいソリューションを生み出すことができると考えております。
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 インフラサービスCo.が目指す経営変革について、イメージ図でご説
明します。

 これまでの東芝グループでは、左側の図のように、エネルギー、イン
フラ、デジタル、ビル、デバイスという多様な事業領域を束ねる為に
大きなコーポレート組織が必要でした。

 事業運営は、各事業体に委ねられる一方で、コーポレートは低収益
事業のモニタリングを行う等、チェック＆バランス、これを主とするグ
ループ経営を実施してきました。

 その結果、ビジネスモデルの異なる、シナジーを生まない事業が共
存することで、コングロマリットディスカウントを生じていました。

 一方、右側の図のように、今回、インフラサービスCo.としてインフラ
サービスに関連する事業が一つにまとまることで、カーボンニュート
ラルとインフラレジリエンスという社会課題に対して、事業と直結し
た経営が可能となります。

 より迅速な経営判断に基づき事業を運営する事で、持続的で利益あ
る成長と企業価値の向上が達成出来ると考えています。

12



 この経営変革を実現するための施策についてご説明します。
 インフラサービスCo.では、ここに掲げた5つの施策を確実に実行す

ることで、スピーディに経営変革を実現します。
 横断型新事業創出、営業体制変革、IT・デジタル化投資、技術人材育

成、ESGの観点で次のページより詳しくご説明します。
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 まず一つ目は、「横断型新事業創出」です。
 新事業創出について、これまでの垂直統合型から、既存事業の強み

とデジタル技術の力を活用した事業横断型・ソリューション提案型
に転換していくため、技術開発と事業化の双方で横断組織を設置し
ます。

 まず、上段に記載の「インフラサービス事業推進センター」です。お客
様の課題解決に直結するサービスの事業開発を担う事業化横断組
織として立ち上げます。ここに技術シーズやビジネス化のアイデア、
人材を統合し、ベンチャー企業など社外のパートナーとも共創しな
がら、スピード感をもって事業化を実践します。

 そして下段にある「インフラサービス共創センター」です。R&D部門
の中に設立し、「インフラサービス事業推進センター」とも連携しな
がら、事業目線でのR&Dテーマ選定からR&Dリソースの最適なアロ
ケーションを行います。

 これにより、R&Dから事業化へのリードタイムを短縮すると同時に、
研究開発ROIの飛躍的な向上を目指します。
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 二つ目は、「営業体制の変革」です。
 営業体制についても、これまでの垂直統合型から、事業横断型・ソ

リューション提案型に転換していく必要があると考えております。
 各事業部門で持っている顧客資産やソリューション・ノウハウをイン

フラサービスCo.全体で共有することで事業横断の営業機能を強化
します。

 重要顧客向けのアカウント営業チームを設置するほか、デジタル
マーケティングツールの整備により、お客様とのインターフェースを
拡充してまいります。

 お客様の課題解決につながるソリューション提案を強化するため、
技術提案支援のためのリソースを拡充すると共に、営業人材の育
成・強化にも注力してまいります。
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 三つ目は、「IT・デジタル化投資」です。
 事業横断型、ソリューション型への変革を可能にする基盤として、私

たちのビジネスプロセスそのものをデジタル化により変革していく
必要があります。

 次期基幹システムの導入と、設計・製造といった事業の最前線を含
めたビジネスプロセスをデジタル化することで、経営情報を統合管
理していきます。

 見える化することで常にバリューチェーン全体の最新情報を把握し、
業務の効率化、生産性の向上を達成し、さらには経営・技術・生産戦
略を高度化していくことが可能になります。

 これまで、ビジネスプロセスに関わるIT・デジタル化投資は、現場任
せ、事業部任せになっており、ともすれば短期的な業績を優先しが
ちで、収益の基盤となる現場力向上のための投資の優先度が下がっ
ていたようにも思います。

 経営変革の一環として、事業の足腰をしっかり立て直す投資にも積
極的に取り組んでまいりたいと思います。
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 四つ目は、「技術人材の育成」です。
 既存の事業の枠を越え、顧客の課題解決につながるソリューション

を開発していくための、技術人材の拡充が急務であると認識してい
ます。

 左の図は技術者マップのイメージです。技術者の専門性を事業・製
品と学術分野に基づきマッピングすることで、現在の技術者リソース
を把握すると共に、インフラサービスを推進し、ソリューションを開発
する為に必要な専門人材の育成と獲得に力を入れています。

 社内の人材育成、さらにはキャリア採用により社外からもリソースを
増強し、右側のグラフにある通り、2019年時点で750人規模であった
AI人材を、現時点で1,800人規模まで拡充しており、2022年度中に
は2,000人規模に拡大したいと考えています。

 そのため、既存の処遇・評価制度とは切り離し、AI、IoT等をはじめと
した先進領域において、高度技術を有する人材には「プロフェッショ
ナル従業員制度」を適用し、市場価値を踏まえた報酬での採用・活
用をしています。
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 最後の五つ目は、「ESG：気候変動への対応」です。
 インフラサービスCo.は2050年度に企業活動におけるバリュー

チェーン全体でカーボンニュートラルを達成することを目標に掲げ
ています。

 温室効果ガス排出削減の取り組みを大胆に進めることで、社会全体
のカーボンニュートラル実現に貢献してまいります。

 その過程において、2030年度までにサプライヤーの皆さまとの協働
により、自社グループの事業活動として70%の削減を計画していま
す。

 更に当社が提供する製品・サービスを通じた温室効果ガス排出量の
削減にも積極的に取り組んでまいります。
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 ここからはインフラサービスCo.の事業計画と注力事業領域につい
てご説明します。
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 まず、インフラサービスCo.の強みです。
 インフラサービスCo.にはこれまで事業を通じて納入してきた機器

やサービスの実績が豊富にあります。
 特にここに挙げている「電力」「インフラ」「製造」「モビリティ」「ビル・

データセンター」「ITサービス」といった社会・産業の重要インフラを
支える国内外のお客様との信頼関係が私たちインフラサービスCo.
にとってのかけがえのない重要な資産であり強みです。

 これは、単に機器の納入にとどまらず、長い歴史の中でお客様の業
務品質を維持するメンテナンス・サービスを提供し、特にトラブルな
ど不測の事態が発生した場合にも最後までお客様に寄り添い解決
を図るという一つ一つの実績の積み重ねにより築き上げてきたもの
と考えています。
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 インフラサービスCo.の注力マーケットです。
 これらの業界で2020年度に実施された設備投資の額を市場規模に

見立てています。いずれも、この先10年間で、年平均で5～10％の高
い伸長が期待されています。

 私たちインフラサービスCo.は、これまでと変わらずお客様の業務品
質の維持や新たな課題解決につながる機器やサービス、ソリュー
ションをご提供することで、お客様と共に、高い成長を実現してまい
りたいと思います。
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 インフラサービスCo.の中期計画です。
 11月には、22年度と23年度の事業計画を公表しましたが、今回は

30年度の目標値も策定しました。
 この中期計画には、インフラサービスCo.の注力事業として、エネル

ギーシステムソリューション、インフラシステムソリューション、デジタ
ルソリューション、電池事業等が含まれています。

 21年度の売上高は1.5兆円となりますが、注力マーケットの伸長に
伴う成長領域への積極的な投資により、30年度に2.5兆円の売上高
を目標としました。

 営業利益については、現状のROS 3.6%から、25年度には6.4%を計
画、30年度には10%を目指します。
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 セグメント別の売上と営業利益の計画です。
 25年度までの前半4年間は年平均5.3%の売上成長を見込んでおり

ます。
 インフラシステムソリューションでは産業分野のコロナ影響からの

回復を見込んでいること、また鉄道の国内外の大型物件や車の電動
化に伴う車載モータの拡大などを見込み、大きく伸長させる計画で
す。

 カーボンニュートラルに関する成長領域は、2050年の政府目標に整
合する形で、2030年頃に市場が本格的に立ち上がるものが多くあり
ます。

 25年度から30年度にかけては再生可能エネルギーやエネルギーマ
ネジメントなどカーボンニュートラルを実現するエネルギーシステ
ムソリューションと、そしてデジタルソリューションが大きく売上を伸
ばすことで、全体としては、年平均6.0%の成長を見込んでいます。

23



 資源投入計画です。
 21年度から25年度で合計9,000億円以上の資源投入を計画してい

ます。これは、20年度までの5年間に投入した額の約1.5倍となりま
す。これまでも申し上げてきた通り、注力事業の成長のための投資
を積極的に行います。

 カーボンニュートラル対応として新型太陽光や風力発電向けの設備
投資、SCiBTM二次電池の増産対応として、4,000億円の設備投資を
計画しています。

 研究開発では、予測・最適化技術や、気象データ解析、IoTデータ基
盤など、デジタル・データ分野を中心に、3,900億円の投資を計画し
ます。

 再エネ発電所の開発・運用・転売事業モデルへのマイナー出資など、
戦略的な投融資も実行してまいります。
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 財務運営方針です。
 企業価値向上に向けて3つの観点で検討しました。
 まず始めに、成長領域への集中投資に加え、外部企業とのパートナ

リング、アライアンスについても検討し、外部の知見も活用して事業
化を加速します。また、必要に応じてプログラマティックM&Aも活用
し、不足している機能を補完することも視野に入れています。

 つぎに財務レバレッジについては、Net Debt/Equity 50%、Net 
Debt/EBITDA 150%に拡大し、これを目安に、適切なレバレッジ活
用を行います。

 最後に株主還元については、これまで東芝グループとして掲げてき
た方針を踏襲し、平均連結配当性向30%以上を目指し、適正資本を
超える部分については、自己株式取得を含む株主還元の対象としま
す。
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 インフラサービスCo.の事業計画を、基盤領域と成長領域に分けて
示しています。

 基盤領域には、原子力や火力プラント向けの発電システム事業や、
グリッド事業、社会システム基盤事業などが含まれております。

 成長領域には、再生可能エネルギー事業や、物流ソリューション、ス
マートマニュファクチャリングといったソリューション事業が含まれ
ています。

 売上高は21年度の1兆5,200億円に対し、25年度で1兆8,700億円と
年率5.3%の成長を計画しています。成長領域が売上増を牽引しま
す。

 営業利益は、21年度の540億円、ROS 3.6%から、25年度で1,200億
円、ROS 6.4%を計画しています。事業構造の転換を進めることで、
成長領域の営業利益が大きく伸びていき、25年度には全体のおよそ
30%を占める計画です。

 フリーキャッシュフローは、プログラマティックM&Aなどの戦略的な
投資を進めることで一時的に低下しますが、25年度に向けて伸長す
る計画です。

 経営資源の効率的な活用という観点で、経営指標としてROICを重
視しています。25年度には12%のROIC達成を目指します。
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 21年度見込から25年度計画値への利益分析です。
 左側半分で、23年度までの分析を示しています。再生可能エネル

ギー関連やソリューション事業の拡大による規模増で335億円の改
善を織込んでいます。更に、プロジェクト案件の受注審査の厳格化
により、低採算プロジェクト案件、いわゆるロスコンが減少したこと
などによる改善を構成差として335億円織込みました。成長のため
の固定費増と上場コストを織込み、23年度は900億円の営業利益を
見込んでいます。

 更に右半分で23年度から25年度までの分析を示しています。成長
領域の規模拡大による増益により、25年度で1,200億円の営業利益
を計画しています。
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 ここからは各事業セグメント毎に、事業計画と成長戦略についてご
説明します。
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 まずエネルギーシステムソリューション・セグメントです。
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 エネルギーシステムソリューションの事業計画を基盤領域と成長領
域に分けて示しています。

 基盤領域には、長期に亘って安定的な収益を稼ぐ原子力や火力プラ
ント向けの発電システム事業や、グリッド事業などがあります。

 成長領域は、次世代太陽光や風力といった再生可能エネルギー製
品やサービス、VPPや水素ソリューション、CCU/Sなどがあります。

 安定した基盤領域に加え、成長領域が収益に貢献する25年度には
ROS 7.4%、ROIC 17%を計画しています。

30



 エネルギーシステムソリューションの事業別内訳です。発電システム、
送変電・配電等、その他に分かれています。

 次のページよりそれぞれの詳細についてご説明します。
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 まずは、発電システム事業です。左側に記載の通り、原子力、火力、水
力などで構成されています。

 真ん中の重点施策ですが、発電システムでは、エンジニアリング力と
プロジェクト管理能力を活かしたサービスソリューション領域の維
持・拡大をはかります。

 原子力プラントや火力プラント向けのサービス事業が、基盤事業と
して堅調に推移しており、受注残高は1兆円を超えています。

 また火力プラント向け事業のサービス比率は20年度で50%と事業
転換が進んでおり、安定収益の確保に貢献しています。

 右側の事業計画です。売上高はほぼ横ばいとなりますが、基盤領域
の安定収益により高いROSを維持する計画です。

32



 発電システムの成長領域の事例として、プラントなどから排出され
るCO2を分離、回収、利用、貯留するCCU/Sをご説明します。

 カーボンニュートラルへの関心が高まるに連れ、CO2を排出する事
業者様から、当社のCO2の分離、回収技術に対して沢山の引き合い
を頂いております。

 下段の技術の強みです。化学吸収法と呼ばれる技術を用いた燃焼
後の回収方式により、CO2を発生するあらゆるプラント形態に適用
可能で、発電所だけでなく一般産業分野へも広く展開可能です。

 2020年に竣工した、グループ会社であるシグマパワー有明の三川発
電所において、世界初となる大規模CCS付きバイオマス発電設備で
日量600tの高いCO2回収能力を実証しております。

 右側の売上高ですが、当社の高効率技術と長年培ってきた産業や発
電領域に関する知見でお客様ニーズにこたえることで、30年度に
300億円規模の売上高を目指します。
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 エネルギーシステムソリューション・セグメントの成長の牽引役とな
る送変電・配電等事業です。

 左側の事業構成ですが、送変電などのグリッド事業に加えて、再エ
ネ開発、エネルギー需給調整までの幅広い技術・製品を提供します。

 真ん中の重点施策としては、再生可能エネルギーの普及に対応し、
新型太陽電池の市場投入や国内洋上風力への参入、本格的にエネ
ルギーアグリゲーション事業の立上げなど、成長を実現します。

 右側の事業計画です。25年度に向けて成長領域を大きく伸ばすこと
で、3,000億円規模の売上高、ROS 9%を目指します。

 送変電・配電等事業の成長領域の事例として、次のページより太陽
光発電、風力発電、VPPについてご説明します。
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 まず、太陽光発電です。
 国内でのメガソーラー設置シェアNo.1の実績と、EPCからO&Mまで

一括したソリューションを提供してきた経験を踏まえ、次世代の新型
太陽電池でも優位なポジションを獲得できると考えています。

 下段左側ですが、世界最高効率を誇る独自の塗布技術により低コス
ト、軽量、柔軟を追求したフィルム型ペロブスカイトは、オフィスビル
の窓、電気自動車の屋根など、従来型太陽電池では設置ができな
かった場所へも設置できるようになります。また下段中央ですが、世
界で初めて透明化に成功し高効率と軽量化を追求したCu2O（カッ
パーツーオー）タンデム型では、EVなど電動モビリティに搭載してセ
ルフ充電走行の実現を目指しています。

 右側のグラフで、現状の太陽光発電関連の売上高は300億円強です
が、これを30年度には3倍超の1,100億円規模に拡大することを計
画しています。
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 つぎに、風力発電です。
 GEとの協業により国内の洋上風力発電市場に参入します。
 左上にあります通り、政府は2040年までに最大45ギガワットの洋上

風力発電を設置する目標を掲げており、当社としてはこの目標の達
成による、カーボンニュートラル社会の実現に貢献してまいります。

 下段の技術の強みです。陸上風力発電で培った解析技術をベース
に、海面の温度影響や風車間の相互影響などを反映した風況解析
技術を開発、洋上ウインドファーム全体の効率最適化をはかってい
きます。

 右側の売上高としては、25年度に400億円強、30年度に880億円規
模を計画しています。
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 つぎにVPPです。
 当社は20年11月に世界最大規模のVPP事業者ネクストクラフトベ

ルケ社と合弁会社を設立し、22年4月から始まるFIP制度に備えた準
備を始めています。

 下段の技術の強みですが、高精度な需要予測や最適制御技術、再エ
ネ発電量の予測技術を開発しています。

 これらの技術をIoTソリューション「TOSHIBA SPINEX for Energy」
に実装し多数のマイクロサービスを提供するとともに、発電側と需
要側をトータルに束ねエネルギー最適運用を提供していきます。

 右側の売上高です。今後急速に市場が拡大し、25年度には200億円
強、30年度には800億円規模の売上高へと拡大することを計画して
います。
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 最後に、水素ソリューションです。
 左上にあります通り、先行する欧州の例からも、再エネ電源が増大

すると、余剰電力の活用法として、水素などのガスに変換するパ
ワー・トゥ・ガス（P2G）が拡大すると考えています。国内においては
2030年以降に本格的な導入が進む見通しです。

 下段の技術の強みです。福島水素エネルギー研究フィールドは、再
エネを利用した世界有数規模のCO2フリー水素製造施設で、電力系
統への調整力提供に向けた研究開発を進めています。

 CO2フリー水素は、発電、燃料、産業用還元剤など、様々な用途で用
いられます。

 下段右側ですが、燃料電池では、定置向けの H2Rex （エイチツー
レックス）を移動体向けH2Rex-Mov（エイチツーレックスモブ）とし
て新たに展開し、これを利用した燃料電池船の実証を、東芝を含む5
社連携で推進しています。

 右側の売上高です。当社は、国内外において高効率SOEC技術で、競
争力のある水素製造単価を実現する水素システムの普及を目指し
ております。30年度には、1,000 億円規模の売上高を計画していま
す。
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 次にインフラシステムソリューション・セグメントです。
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 インフラシステムソリューションの事業計画を、基盤領域と成長領域
に分けて示しています。

 社会システム基盤事業や電波システム事業などの安定したビジネ
スを基盤としつつ、ニーズが大きく高まっている水事業PPP、物流、
鉄道交通、工場自動化などのソリューション事業を成長領域として
伸ばしていきます。

 25年度までに、売上高は年平均9.4%伸長、ROS 8.9%、ROIC 19%
を計画しています。
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 インフラシステムソリューションの事業別の内訳です。公共インフラ、
鉄道・産業システム、その他に分かれています。

 次のページよりそれぞれの詳細についてご説明します。
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 まず、公共インフラ事業です。社会システム、電波システム、セキュリ
ティ自動化システムで構成されています。

 左側の市場環境にあります通り、社会インフラの老朽化などによる
官民連携ニーズの拡大や、国土強靭化などの社会課題解決に向け、
官民のお客様に積極的にソリューションを提供していきます。

 真ん中の重点施策です。社会システムでは、基盤領域でのサービス
ビジネスの拡大に加え、上下水道ソリューションでのパートナーシッ
プ強化、M&A活用により、官民連携事業の拡大を図ります。

 電波システムは、差異化技術で基盤領域を拡大するとともに、カウ
ンタードローンなど新規事業の拡大を図ります。

 セキュリティ・自動化システムは、既存領域でセキュリティソリュー
ションを展開するとともに、物流ソリューション事業を拡大していき
ます。

 右側の事業計画です。安定事業基盤に加え、ソリューション事業を伸
ばすことで25年度には5,000億円規模、ROS 10％の維持を目指しま
す。

 公共インフラ事業の成長領域の事例として、次のページ以降で上下
水道ソリューション、物流ソリューションについてご説明します。
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 まず上下水道ソリューションです。
 上段の成長戦略です。国内1,000か所以上への電気設備品の納入

実績と、30か所以上での運転・維持管理の知見があります。
 その強みを活かし、SPC 出資、事業パートナーとの事業運営への参

画などにより運営ノウハウを獲得するとともに、IoTソリューションの
開発による運転自動化、維持効率化により成長を実現します。

 また、施設運営の効率化・デジタル化の推進で「広域化・共同化」に
対応し、官民連携での安全・安心で持続可能なサービスの実現に貢
献してまいります。

 下段の絵にあります通り、自動化最適化ソリューションでは、物理・
化学モデルとAIを活用した仮想プラントで浄水水質の推定や制御最
適化を行うことで、高効率な自動運転の実現と運転員の技術継承を
実現します。

 右側の売上高です。現状1,200億円弱の売上高を、PPP等の諸施策
によって水処理事業全体として30年度には3,000億円規模に拡大す
ることを計画しています。
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 つぎに、物流ソリューションです。
 新型コロナウイルスによる人々の生活様式の変化により、今後物流

機能の重要性はますます高まるものと考えています。一方で少子化
による労働力不足に対応するためには物流の自動化・省人化はま
さに社会課題の解決につながるソリューションです。

 上段の成長戦略です。これまで郵便区分機や物流機器事業で培った
SI・メカトロ技術を強みに、物流倉庫の自動化・省人化ソリューショ
ンを国内外に展開していきます。

 下段左にありますように、ピッキングロボットは、事前形状登録なし
で、多品種に対応できます。量販など5千品目以上の倉庫想定で、世
界トップレベルのピッキング対応率75%を実証しました。

 下段中央にあります、倉庫運用管理システム（WES）では、数理最適
化とAIを組み合わせ、オーダー処理を最適化し、棚搬送ロボットの
運行計画を立て、人とロボットへ荷物を最適に振り分けます。

 右側の売上高です。国内外への物流ソリューションの展開で、30年
度には250億円規模へと拡大することを計画しています。
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 インフラシステムソリューションのもう一つの注力領域である鉄道・
産業システム事業です。

 左側の市場環境ですが、新型コロナウイルス影響などによる鉄道・
工場の稼働率減少が続いています。一方、この先ますます進むであ
ろうカーボンニュートラルによる鉄道の省エネ化や、モビリティの電
動化の拡大を成長機会と捉えています。

 真ん中の重点施策ですが、鉄道システムでは国内外のお客様に向
けた車両電気品などの基盤領域を強化するとともに、回生電力貯
蔵装置、保守IoTサービスなどで鉄道事業者の効率化、省エネに貢
献します。

 産業システムは、高効率車載モータ事業の拡大などに加え、工場向
けソフトコントローラのクラウド化など、IoT事業を拡大していきます。

 右側の事業計画です。21年度の業績見込は、電子部品の供給問題
や部材価格の高騰、物流リードタイムの長期化と輸送費の高騰、更
にロックダウンに伴うベトナム工場の操業低下による製品供給不足
などが重なり、厳しい数字となっていますが、25年度には5,000億円
規模に拡大し、ROS 6％の水準まで戻す計画です。

 次のページより、鉄道・産業システムの成長領域の事例として、鉄道
交通ソリューションと工場自動化ソリューションをご説明します。
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 まず、鉄道交通ソリューションです。
 上段の成長戦略に記載の通り、鉄道交通分野では、東芝独自の回生

電力貯蔵装置による余剰電力の活用や省エネ対策により、鉄道事
業者の環境負荷低減に貢献します。

 下段にあります通り、SCiBTMを活用した車上・地上装置によるエネ
ルギーマネジメントで、消費電力量の削減や停電時の非常走行を実
現し、省エネ、レジリエントな電力システムを提供します。

 右側の売上高です。30年度には100億円を超える規模への成長を目
指しています。
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 つぎに、工場自動化ソリューションです。
 上段の成長戦略です。工場現場の人手不足やリモート制御のニーズ

にお応えするため、ソフトコントローラのクラウド化により、計装プ
ラットフォームを提供することで、機器の制御・管理からデータ活用
までワン・ストップでソリューションサービスを提供することを目指し
ています。

 下段ですが、高度なデータ処理を実行するユニファイドコントローラ
により、生産現場の機器制御と高度なデータ利活用の推進に貢献し
ます。

 右側の売上ですが、現在、100億円規模の売上高を、30年度には200
億円を超える規模に成長させる計画です。
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 つぎにデジタルソリューションです。
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 デジタルソリューションの事業計画を、基盤領域と成長領域に分け
て示しています。

 成長領域としては、データサービス事業に注力し、スマートファクト
リー事業やHRデータ活用事業などを立ち上げてまいります。

 営業キャッシュフローをプログラマティックM&Aによる投資などに
振り向けるため、22年度以降のフリーキャッシュフローは下がります
が、25年度までに10%超のROSを計画しています。

 また30年度以降に拡大が期待される量子暗号通信事業も、着実に
実証を進め、事業立ち上げを目指していきます。
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 デジタルソリューション事業では、業界知見を活かしたソリューショ
ンサービス、マネージドサービスを拡大します。

 左側の市場環境ですが、デジタルトランスフォーメーションへの取り
組みが進められていく中で、拡大する投資を大きな機会として捉え
成長を実現します。

 真ん中の重点施策ですが、長年にわたり培ってきた業界知見を活か
し、インフラサービス領域におけるソリューションサービスの展開、さ
らには蓄積されたデータを活用するデータサービス化を推進してま
いります。

 右側の事業計画ですが、25年度には売上規模を2,700億円超に拡
大、ROSは10%を維持する計画です。

 次のページより、デジタルソリューションの成長領域の事例として、
スマートマニュファクチャリングと量子暗号通信をご説明します。
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 まず、スマートマニュファクチャリングです。東芝グループ内のスマー
ト工場化の実績と生産技術センターの知見を活かして、産業領域の
お客様の工場を制御からクラウド化まで丸ごとデジタル化します。

 上段の成長戦略です。東芝グループ内で実績のあるIoTツールを
パートナーと拡販するとともに、設備メーカーと構築したエコシステ
ム上でAIサービスやデータサービスを展開します。既に約40のソ
リューション、パートナー様85社へ展開しています。

 下段にあります通り、自社工場、協力会社工場も含めた複数工場の
デジタル基盤をオンラインで連携し、“つながる工場“を実現する機
能をMeister Factoryシリーズに追加しました。

 また、下段右側、インダストリー4.0が提唱する「アセット管理シェル」
にもいち早く対応しました。東芝製に限らずオープンに設備データを
収集、利活用できるようにし、O&M効率化に貢献します。

 右側の売上高ですが、30年度には200億円規模に拡大することを計
画しています。
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 つぎに、量子暗号通信（QKD）です。
 上段の成長戦略です。当社が開発した理論上盗聴不可能な量子暗

号通信を可能にする、量子鍵提供サービスをプラットフォーム化する
ことで、グローバルに展開していきます。

 下段にあります通り、2021年度に事業化した製品では、世界最高の
鍵配信速度と最長の鍵配送距離を実現しました。また、より高度で
使いやすいシステムを目指した研究により、600km以上の通信距離
や、小型化が可能なチップベースのシステムを実現しました。

 現在はフィージビリティスタディが中心ですが、産官学連携で、量子
技術による新産業創出協議会（Q-STAR）も立ち上がり、商用化に向
けた活動も急速に進みつつあります。

 右側に示します通り、量子鍵提供サービスで、30年度に150億円程
度の事業に育成していきたいと考えておりますが、サイバーセキュリ
ティ意識の高まりにより量子暗号ネットワークが急速に普及してい
くと、30年度以降、事業規模も急速に拡大するものと期待していま
す。
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 最後に、電池事業についてご説明します。
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 二次電池事業の成長戦略です。
 左上に示します通り、当社が開発したリチウムイオン二次電池

SCiBTMは、チタン酸リチウムを負極とすることで、他のリチウムイオ
ン二次電池では実現が難しい急速充電・高入出力・長寿命・安全性
に強みがあります。

 上段の成長戦略ですが、その特長を活かし、インフラサービスに展開
していきます。電力需給調整や鉄道などエネルギー・インフラ等でハ
イパワー・信頼性が求められるヘビーデューティ市場に注力し、重要
インフラのシステム構築でシェア獲得を図ります。

 また、生産面では横浜電池工場を中心とした生産ラインの増設やア
ライアンスによる海外生産拠点整備を進めます。

 下段の技術の強みです。パワー性能を伸ばすセル技術、高信頼性を
活かす診断技術により、SCiBTMを更に進化させます。

 右側の売上高です。現在の500億円規模から、30年度には2,000億
円規模への成長を目指します。

 それでは、ここからはCTOの石井より技術戦略についてご説明致し
ます。
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 石井でございます。私から、インフラサービスCo.の技術戦略につい
てご説明致します。

55



 研究開発投資を説明します。
 中央のグラフは、21年度から25年度のインフラサービスCo.研究開

発費の計画を示しています。
 そして、左右には電力および公共・産業における注力領域を示しています。

 21-25年度における5年間の投資総額は、約3,900億円を計画してい
ます。これは過去16-20年度5年間の総額に対して約500億円の増額
となります。

 22年度以降、継続的に研究開発費を増やし、売上高に対する比率も
高め、成長領域における競争力を一段と強化していきます。
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 スピンオフ後の研究開発体制について説明いたします。
 インフラサービスCo.に必要とされる基礎研究から製品化までをスルーした

研究開発機能を共通基盤領域を含めて実装します。
 その上で、コーポレートラボとワークスラボを横断する形で”インフラサービス

共創センター”を新設、同じく事業側に新設される“インフラサービス事業
推進センター”と連携し、新型太陽電池や自動化・省人化などの新成長
領域の事業化を牽引する研究開発を推進します。

 このあと、インフラサービスCo.の成長を支える共通基盤領域、および将来
の事業の種となる先端領域に関して、代表的な技術をご説明します。
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 まず共通基盤技術の1つ目として、SCiBTMについて説明します。
 リチウムイオンバッテリ SCiBTM は、長寿命、高信頼という特長を残

しつつ、材料・プロセスの改良によってセル本体の高容量化、高出力
化を推進します。

 パックソリューションでは配線レスモジュール開発により、設置自由
度の拡大、メンテナンスの簡易化を図ります。

 また、高精度の電池診断技術を用いることで、電池のリース・リユー
スを可能とし、サーキュラエコノミーの実現に貢献して行きます。

 グループ内連携を推進することでAGV(無人搬送車)や鉄道などへの
展開、社外アライアンスによりEVバスや船舶と言った公共インフラへ
の展開を拡大して行きます。
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 2つ目の共通基盤技術として、パワーエレクトロニクスについて説明
します。

 インフラサービスCo.は、パワー半導体を活用したシステムをエネル
ギーやインフラ領域に幅広く提供しています。

 システムを支える電力変換技術を共通基盤として開発し、化合物半
導体SiCを用いた鉄道向け駆動システムや、高耐圧Siデバイスを用
いた直流送電システムなどに展開しています。

 今後も連携をさらに強め、競争力あるパワー半導体とシステム制御
技術を軸に省エネソリューションの開発に注力していきます。
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 3つ目の共通基盤技術として、インフラサービスCo.が開発するAI 技
術の事例を紹介します。

 左が「再エネ発電量予測AI」です。気象情報や分散リソースの発電量
実績データなどを連携・活用することで、高精度な発電量予測が可
能です。

 中央が「異常予兆検知AI」です。世界トップレベルの性能で異常予兆
を検知する独自 AI を開発し、実プラントで有効性を確認中です。

 右が「顔認証AI」です。高精度の顔認証によるオンライン本人確認向
けサービスを提供開始しており、さらに自動改札機などでのタッチ
レスの料金収受への応用を検討しています。

 インフラの安定稼働や利便性の向上を、これらのAI技術により実現
していきます。
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 4つ目の共通基盤技術として、サービスを次々生み出すプラット
フォームについてご説明します。

 東芝グループのドメイン知見を詰め込んだソフトウェアアセット群を、グロー
バルスタンダードに準拠した形で蓄積します。

 これらのアセットをToshiba IoT Service Factoryですばやく組み立て
再利用します。

 Toshiba SPINEX Marketplaceにてカタログ化し、迅速なサービス提
供を実現します。

 そして、マネージドサービスによりお客様のサービスの運用保守を
支え続けます。

 さらに、得られたO&Mデータを生かし、顧客現場に応じたサービス
最適化、改良を継続します。

 これらの仕組みを、オープンに、様々なサービス、アセット、システム
とつながる東芝インフラサービスプラットフォームとして構築してい
ます。

 具体的な事例として、VPP、スマートマニュファクチャリング、物流ソ
リューションなどへの展開を始めています。
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 次に、インフラサービスCo.の将来の事業の種となる先端技術につ
いて３つをご説明します。

 左の超電導技術では、液体ヘリウムを使わない世界最高性能の磁石コイ

ルを実現しています。半導体産業向け拡販や小型超電導回転電機の
開発を推進、省エネやカーボンニュートラルに貢献していきます。

 中央のミリ波イメージング技術は、アンプとアンテナの改良により、
異物を短時間で検出することができ、ウォークスルー型の検査の可
能性が広がります。

 右のシミュレーテッド分岐マシンTMは、疑似量子トンネル効果の採用
により従来と比べ10倍の計算速度を達成しました。株取引など瞬時
の判断が必要な現場での有効性検証プロジェクトを開始しています。
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 インフラサービスCo.の技術方針の全体像を示します。
 インフラサービスCo.は、東芝グループの経営理念 「人と、地球の、明

日のために。」 のもと、これまでご説明したようにCPS技術の強みを
活かした差異化コンポーネント・システムや、オープンなIoTリファレ
ンスアーキテクチャをベースにした“TOSHIBA SPINEX”ブランドの
インフラサービスを提供し、カーボンニュートラル、インフラレジリエ
ンスという地球規模の社会課題と、それに取り組むお客様の課題解
決に努めてまいります。
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 畠澤より本日ご説明した内容のまとめです。
 まず、インフラサービスCo.として関連する事業が一つにまとまるこ

とで、一体となった経営に変革します。5つの施策を確実に実行しま
す。

 企業活動と事業を通じて、カーボンニュートラルとインフラレジリエ
ンスの実現に貢献します。

 これまで培ってきた強固な顧客基盤と技術の強みを生かし、注力領
域に資源を集中投資し、事業を成長させます。

 これらにより、持続的で利益ある成長と企業価値の向上を実現しま
す。

 ご説明は以上となります。ご清聴ありがとうございました。
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